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令和７年度山都町ＤＸ推進リーダー育成研修業務委託仕様書  

 

山都町では、山都町ＤＸ推進計画（第２．０版）に基づき、行政手続き

のオンライン化、スマートフォン等を活用したキャッシュレス決済システム

の導入、さらに医療ＭａａＳ車両によるオンライン診療など、デジタル技術

を活用して町民の利便性を向上させつつ、町民一人ひとりの生活に寄り添っ

た行政サービスを提供するための取組を実施しています。  

本業務は、山都町ＤＸ推進計画にあるＤＸに向けた取組みを、職員の中

から強力に推進する「ＤＸ推進リーダー」を確保・育成するための研修を外

部の専門組織に委託するものです。  

 

１  件名  

令和７年度山都町ＤＸ推進リーダー育成研修業務委託  

 

２  委託期間  

契約書に定める日から令和８年３月３１日まで  

（ただし、研修は令和８年３月１３日までに終えること。）  

 

３  履行場所  

熊本県上益城郡山都町浜町６番地  山都町役場内  

 

４  委託項目  

令和６年４月に策定した「山都町デジタル人材育成プラン（以下「育成

プラン」という。）」を踏まえ、「ＤＸ推進リーダー」を育成するための研修

を実施すること。  

（１）研修内容の企画立案  

①職員のＤＸに関する知識と意識を引き上げるべく、研修内容の方向

性を、育成プランに基づき提案すること。  

②提案に当たっては、一般行政職員をＤＸの面から引っ張る人材とな

るＤＸ推進リーダーを育成する基礎的なテーマ並びにやや高度な内

容をテーマとした研修とすること。  

（２）研修の実施  

①（１）で提案し、町の了承が得られた内容に対し、カリキュラム作

成、講師手配、資料作成等を行い、研修を実施すること。  

(案 )  
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②研修の際の進行管理を担うこと。  

（３）提案事項  

前述（１）～（２）を、より効果的に実施するために、見積の範囲内

で行うことができる提案事項があれば、同時に提案すること。  

（４）留意事項  

①原則として、山都町役場において講師が研修を行う対面型とするこ

と。  

②講師が遠方にいることや講師のスケジュールの都合等の理由で対面

型での研修を行うことが困難であり、かつ、その研修の内容がオン

ラインでも十分効果を発揮できるものである場合は、町の了承のう

えオンラインでの実施も可能とする。  

③その他運用上の詳細については、契約後に双方の協議により定める。  

 

５  委託条件  

（１）研修開催回数  

研修開催回数は、９回以上を基本とする。  

（２）研修の種類  

研修は、ＤＸ推進リーダーを醸成する研修を１コマ以上（２組）、基礎

的な研修を５コマ以上、やや高度な研修を２コマ以上とすること。  

（３）研修の受講者数  

研修の受講者数については、ＤＸ推進リーダーを醸成する研修につい

ては１コマ５０名程度を２組、基礎的な研修およびやや高度な研修につ

いては各コマ２０名程度とする。  

（４）研修の内容  

受講者にＤＸ推進リーダーとして求める主体性や、育成プランにて求

めるスキルを身に付けられるよう、講義や演習を組み合わせたり、受講

の順序を考慮したり、工夫した研修内容とすること。  

 

６  成果物  

事業実施報告書（アンケート結果含む）及び研修で使用した資料一式

のデータ、研修風景の写真データ（１コマ 1 枚以上）を納品すること。  

 

７  その他  

（１）町の条例、規則等を遵守し、山都町ＤＸ推進計画およびＤＸ人材育成
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プラン、その他本町から提供する資料を踏まえ、本町の現状を把握し

た上で実施すること。  

（２）業務体制に変更や見直しがある場合は、随時、報告を行うこと。  

（３）随時、町と受託者により日程や研修内容などの打合せを行いながら業

務を実施すること。  

（４）研修に必要な備品類としては、ＨＤＭＩケーブル、大型モニター、ホ

ワイトボードは、町のものを利用できる。その他、必要な備品類につ

いては、双方により協議する。  

（５）原則として再委託は認めないものとする。ただし、合理的な理由があ

り、事前に文書により町の承諾を得た場合は、この限りではない。  

（６）受託者は本契約の履行に当たり、履行中に知り得た情報（個人情報を

含む。）を正当な理由なく他に開示し、又は自らの利益のために利用し

てはならない。契約終了後又は契約解除後においても同様とする。  

（７）本業務の成果物の一切の権利は、本町に帰属するものとする。ただし、

受託者が、本業務と類似の業務を他の地方自治体で行う場合（受託前

に参考資料として提供することを含む。）においては、町の承諾なく成

果物（未完成の成果物及び業務を行う上で得られたアンケート結果等

を含む。）を当該地方自治体に閲覧させることができる。  

（８）本仕様書に定めのない事項については、町及び受託者で協議の上決定

する。  

 

以上  


